
令和８年２月作成

①男性の育児に関する情報が満載！
　イクメンプロジェクト
 　https//ikumen-project.mhlw.go.jp

②「働く女性の心とからだの応援サイト」
 　https//www.bosei-navi.mhlw.go.jp/



産後パパ育休は子供の出生日から8週間以内に4週間（28日間）までの期間、
休業を取得することができます。取得できる4週間は2回に分割して取得する
ことも可能です。

父親は原則として子供の出生日から育児休業が
取得できます。また、令和4年10月1日から産後
パパ育休（出生時育児休業）制度が利用できる
ようになりました。（法第9条の2～第9条の5）

退院後、赤ちゃんのお世話を1人でできるか不安です。出産直後
の大変な時期は夫婦で育児をスタートしたいです。父親も利用
しやすい休業制度はありますか？

保育所等に入所できないなど特別な事情がある場合１歳６か月ま
で育児休業がとれます！1歳６か月以降も引き続き保育所等に
入所できないなどの場合には、会社に申し出ることにより育児休
業期間を最長２歳まで再延長できます！

までの子を養育する労働者が利用できますが令和７年４月１日からは小
学就学前の子を養育する労働者が利用できます。

現行は3歳



子どもに予防接種を受けさせる際、子の看護
休暇制度が利用できると聞きました。また、子
の看護休暇利用時の賃金は出るのでしょうか？

現行は小学校就学前の子どもに利用でき、令和７年４月１日からは
対象となる子の範囲が小学校第３学年修了までに拡大され、名称
が子の看護等休暇になりました！（育児・介護休業法第16条の２）

子の看護休暇制度は、子どもの病気だけでなく、予防接種や健康診断を受け
るためにも利用できます。また、令和７年４月１日からは感染症に伴う学級閉
鎖等や入園（入学）式、卒園式への参加のための利用も可能になりました。利
用日数は、子が１人であれば年５日まで、子が２人以上であれば年10日まで利
用可能(時間単位での取得可)です。また、制度利用時の賃金等の取扱いは、
育児・介護休業法上特に規定がないため、各会社で決めることができます。自
社の就業規則等を確認してください。
詳しくは、高知労働局雇用環境・均等室までお問合せください。

勤務先では育児休業中は無給で
すが、雇用保険から給付金が出る
と聞きました。どのように申請すれ
ばよいのでしょうか。
事業主がまず、ハローワークで
受給資格確認手続きを！

育児休業期間中は、雇用保険から賃金月額の67％が支給されま
す（休業開始から180日経過後は50%）。初回支給申請をするま
でに、事業主が上記の手続きをする必要があります。その後給付
金申請手続きに移りますが、事業主が（労働者本人が申請するこ
とも可）申請手続きを２か月に１度行う必要があります。産後パパ
育休（出生時育児休業）を取得した場合も給付金の申請が可能と
なります。詳しくは、お近くのハローワークまでお問合せください。

会社ではじめて育児休業を取ります。
どうすればよいですか？

希望どおりの育児休業をするためには、会社に休業開始予定日の
１か月前までに、「申出年月日」「あなたの名前」「子の名前（産ま
れていない場合は出産予定者の名前、出産予定日など）」「休業開
始予定日及び休業終了予定日」ほかを書面で申出ることが必要で
す。申出があったら、会社は速やかに「申出を受けたこと」「休業開
始予定日及び終了予定日」等を申出者に通知することとなってい
ます。
詳しくは、高知労働局雇用環境・均等室までお問合せください。

育児休業中は社会保険料（健康保険・
厚生年金保険）の支払いが免除される
と聞きましたが、どのように手続きをす
ればよいですか。

事業主が年金事務所又は健康保険組合に
申請します。

申請することによって育児休業等をしている期間の社会保険料が、事業
主及び被保険者分ともに免除されます。免除される期間は、育児休業を
開始した日が含まれる月から、終了した日の翌日が含まれる月の前月まで
の期間（最長で子が３歳に達するまで）で、育児休業等を開始する前に必
ず手続きをする必要があります。なお、産前６週間（多胎妊娠は14週間）
及び産後８週間の産前・産後休業中、産後パパ育休中（出生時育児休業）
についても、育児休業中と同様に社会保険料が免除されます。一定の要
件がありますので詳しくは、年金事務所へお問合せください。

まず、会社の就業規則、育児・介護休
業規則を確認し、申出時期や申出方
法を確認しましょう！

が得られやすくなります！



いろんな制度があるがやね ！
育児休業は令和4年10月から
新制度（★）がスタート‼ 
自分の利用できる制度を
確認してみよう ！

（★）産後パパ育休を取得した場合も要件を満たせば免除されます。

育児休業
（特別な事情があれば最長2歳まで延長可能）

（★）1歳まで分割して2回取得
　　することも可能

（★）
・子の出生後、8週以内に4週間の
　育児休業の取得が可能
・2回に分割しての取得も可能

産後パパ育休（出生児育児休業）
P1 P2 P4

P2

小学校
　入学

小学校
第３学年
修了

ケース① ケース② ケース⑧
ケース③

※給付金の支給延長については、
　お近くのハローワークへお問
　合せください。

P2

P3

P4

ケース③

ケース⑥

ケース⑦

（特別な事情があれば最長2歳まで延長可能）

令和７年４月１日～就業範囲が拡大し利用可能

柔軟な働き方を実現するための措置として、事業主が短時間
勤務制度を選択していれば利用できます。

令和７年４月１日～就業範囲
が拡大し利用可能

P2

P2

P3

ケース④

ケース④

ケース⑤
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育児のための制度が順次拡充されました ！
◆令和７年４月１日からの拡充

①子の看護休暇が見直されました。
　対象となる子の範囲が、小学校就学の始期に達するまでから、小学校第３学年修了
までに延長されました。
　取得事由が、病気・けが・予防接種・健康診断に加えて、感染症に伴う学級閉鎖等や
入園（入学）式、卒園式、その他これに準ずる式典が追加されました。
　労使協定の締結により除外できる労働者が、週の所定労働日数が２日以下のみに
なりました。
②所定外労働の制限（残業免除）の対象が拡大されました。
　小学校就学前の子を養育する労働者は、請求すれば所定外労働の制限（残業免除）
を受けることが可能となりました。
③育児のためのテレワークの導入が、事業主に努力義務化されました。
　3歳に満たない子を養育する労働者がテレワークを選択できるよう措置を講ずるこ
とが、事業主に努力義務化されました。
④雇用保険の育児休業等給付の給付率が引き上げられました。
　（出生後休業支援給付）
　子の出生直後の一定期間内（男性は子の出生後８週間以内、女性は産後休業後８週
間以内）に、雇用保険被保険者とその配偶者の両方が14日以上の育児休業を取得す
る場合に、最大28日間、給付率80％（手取りで10割相当）へと引き上げられました。

給付率 2/3
（出産手当金※）

給付率 67％
（育児休業給付金）

13％
給付率
67％

13％

給付率 67％
（育児休業給付金）

給付率 50％
（育児休業給付金）

給付率 50％
（育児休業給付金）

父

母

出産 育児休業開始

育児休業開始

１歳 １歳２月

※健康保険等により、産前６週間、産後８週間について、過去12ケ月における平均標準報酬月額2/3相当額を支給。

28日

28日
8週間

152日（180日−28日）

180日

}
} 給付率80％

（手取り10割）

●育児休業給付イメージ

⑤育児のための短時間勤務制度を
選択し、賃金が低下した労働者に
対して給付する制度が創設されま
した。（育児時短就業給付）
　雇用保険被保険者が、２歳未満の子を
養育するために、時短勤務をしている場
合、時短期間中に支払われた賃金額の
10％の給付が創設されました。

賃
金+

給
付
額

100％

➡

➡

給付
（賃金×10％）

W：賃金

90％100％
時短勤務前の賃金に対する比率

➡

時短後の賃金と給付
額の合計が時短前の
賃金を超えないよう
に給付率を調整

●育児時短就業給付のイメージ

◆令和７年10月１日からの拡充
⑥柔軟な働き方を実現するための措置等が事業主の義務となりました。
●事業主は、３歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に関する柔軟な働き方を
実現するための措置を設けます。
・事業主は、「始業時刻等の変更」、「テレワーク等（10日/月）」、「保育施設の設置運
営等」、「新たな休暇の付与（１０日/年）」、「短時間勤務制度」の中から２以上の制
度を選択して措置する必要があります。
・労働者の方は、事業主が講じた措置の中から1つを選択して利用することができます。
●事業主が選択した措置について、労働者に対する個別の周知・意向確認が必要と
なりました。
・個別周知・意向確認は、面談や書面交付等で行われます。
⑦仕事と育児の両立に関する個別の意向聴き取り・配慮が事業主の義務と
なりました。
●意向の聴き取りの方法は、面談や書面の交付等で行われます。

出生 １歳 ２歳 ３歳 就学

育児休業、又はそれに準ずる措置
育児目的休暇

柔軟な働き方を実現するための措置

◯事業主は、
　・始業開始の変更
　・テレワーク等（10日/月）
　・保育施設の設置運営等
　・新たな休暇の付与（10日/年）
　・時短勤務制度
　の中から２以上の制度を選択して
　措置する義務。
　労働者はその中から１つ選べる。
※テレワーク等と新たな休暇は、原則時間単位で取得可（省令）

◯３歳になるまでの適切な時期に面談等に
　より、制度の個人周知・意向確認の措置。

テレワーク（努力義務）

短時間勤務制度
◯１日６時間とする措置。
　（※）様々なニーズに対応するため、１日６時間
　　　を必置とした上で、他の勤務時間も併せて
　　　設置することを促す。（指針）

◯労使協定により、短時間勤務が困難な業務に従
　事する労働者を適用除外とする場合の代替措置
　・育児休業に関する制度に準ずる措置
　・始業時刻の変更等（※）

フルタイム
での柔軟な
働き方

テレワークを追加➡

所定外労働の制限（残業免除） 所定外労働の制限（残業免除）の延長

取得事由の拡大（感染症に伴う学級閉鎖等、入園（入学）式及び卒園式を追加）、
「子の看護等休暇」に名称変更、勤続６か月未満の労働者の労使協定除外の仕組みの廃止

子の看護休暇

➡

時間外労働の制限（残業制限）（24時間/月、150時間/年を超える時間外労働を廃止）、深夜業の制限

就学以降に延長
（小学校３年生まで）

※始業時刻の変更等：フレックスタイム制、時差勤務、保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

育児目的休暇
始業時刻の変更等（※）

出産時育児休業（産後パパ育休）
育児休業

：現行の権利・措置義務 ：見直し 現行の努力義務
●イメージ
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～『高知県』からお知らせ～
高知の出産・子育て支援について

　高知県では、一人ひとりのお子さんとご家庭を支援する少子化対策・子育て支援
施策に取り組んでいます！主な取り組みの一部ですが、ご紹介します。

■母子保健・子育て支援サービス
　市町村の「こども家庭センター」等では、母子健康手帳の交付時に、保健師などが、
妊産婦やそのご家族の相談をお伺いし、さまざまな相談への情報提供やアドバイスを
行う等の支援をしています。また、主に3歳未満のお子さんが遊んだり、その家族が交
流する「地域子育て支援センター」は、２５市町村１広域連合に計５０か所設置されてい
ます。　
　このほか、お子さんの保育所や塾への送迎、一時預かりなどを地域の有償ボランテ
ィアが会員制で支援するファミリー・サポート・センター事業を17市町が実施するなど、
行政や地域の方が連携して取り組んでおり、市町村ごとに様々な子育て支援サービス
が充実しています。
■子どもの居場所づくり
　食事の提供を通じた「子どもや保護者の居場所」となるとともに「保護者の孤立感
や負担感を軽減する場」「地域で子どもたちを見守る場」として設置が進んでいる子
ども食堂は、令和7年12月末時点で122か所に設置されています。
■経済面の支援
　出産育児一時金や妊婦のための支援給付、児童手当など全国的な給付のほか、各
市町村で独自の支援を実施しています。
●子どもの医療費
　2024年度には県全域で中学生まで無償化されました。また、高校生までは３3市町
村（2025年10月現在）が無償化しております。
●妊婦のための支援給付金
　妊娠届提出時に５万円、出産予定日の約８週間前の日以降にこども１人あたりにつ
き５万円を市町村から給付します。
※流産・死産の場合も受け取ることができます。
※支給方法は市町村によって異なります。
●保育料
　3歳以上は全国的に無償化されていますが、県内では0～2歳児の保育料も１9市町
村が無償化を実施しており、他の市町村も様々な形で保育料の一部補助を行っていま
す。
●給食費
　保育所等は13市町村、小中学校では13市町村で無償化など手厚い支援を行って
います。
●就学支援
　小・中・高校入学時の祝い金、高校・大学進学時の奨学金、高校生の無料公営塾、海
外留学支援など、様々な支援に取り組んでいる市町村があります。
●結婚・新生活支援
　結婚祝い金、新婚生活開始時の引越費用の支援など、様々な支援に取り組んでる
市町村があります。

高知市

高知市親子サポートステーション（母子保健課） 088-855-7795
高知市西部親子サポートステーション（西部健康福祉センター） 088-843-0415
高知市東部親子サポートステーション（東部健康福祉センター） 088-882-0035
高知市北部親子サポートステーション（保健福祉センター） 088-820-1025

安芸福祉保健所　　　0887-34-3177
室戸市 保健介護課 0887-22-3100
安芸市 安芸市こども家庭センター☆きらり☆（福祉事務所） 0887-35-2920
東洋町 東洋町こども家庭センター（住民課） 0887-29-3394
芸西村 芸西村こども家庭センター（健康福祉課） 0887-37-9581
中芸広域連合 中芸広域連合こども家庭センター（介護・保健福祉課） 0887-38-8212
奈半利町 こども家庭センター・奈半利（住民福祉課） 0887-38-4012
田野町 こども家庭センター・田野（住民福祉課） 0887-38-2812
安田町 こども家庭センター・安田（安田町保健センター） 0887-38-6678
北川村 こども家庭センター・北川（住民課） 0887-32-1214
馬路村 こども家庭センター・馬路「つどマル」（健康福祉課） 0887-44-2112

中央東福祉保健所　　　0887-53-3172
南国市 南国市こども家庭センター 088-863-7374
香南市 こども家庭センター（健康対策課） 0887-50-3011
香美市 健康推進課 0887-52-9281
本山町 本山町こども家庭センターまぱじば（健康福祉課） 0887-70-1060
大豊町 大豊町こども家庭センター（地域福祉課） 0887-72-0450
土佐町 健康福祉課 0887-82-0442
大川村 大川村子育て世代包括支援センター（保健福祉課） 0887-84-2211

中央西福祉保健所　　　0889-22-1249
土佐市 土佐市子育て世代包括支援センターぽっかぽか（健康づくり課） 088-852-1501
いの町 いの町こども家庭センター（ほけん福祉課） 088-893-3818
仁淀川町 仁淀川町こども家庭センター（健康福祉課） 0889-35-0888
佐川町 健康福祉課 0889-22-7705
越知町 越知町こども家庭センター（保健福祉課） 0889-20-9078
日高村 日高村こども家庭センター（子ども家庭課） 0889-24-5140

須崎福祉保健所　　　0889-42-1875
須崎市 須崎市子育て世代包括支援センターカンガルーぽっけ（健康推進課） 0889-42-1280
中土佐町 中土佐町こども家庭センタ－（健康福祉課） 0889-52-2533
梼原町 ゆすはら子育て世代包括支援センター（保健福祉課） 0889-65-1170
津野町 津野町子育て世代包括支援センターほっとはぐ（健康福祉課） 0889-55-2151
四万十町 四万十町こども家庭センター「楓」（健康福祉課） 0880-22-3115

幡多福祉保健所　　　0880-34-9056
宿毛市 宿毛市こども家庭センター（福祉事務所） 0880-62-1241
土佐清水市 健康推進課 0880-87-9117
四万十市 四万十市こども家庭センター（健康推進課） 0880-34-8015
大月町 大月町こども家庭センター（健康福祉課） 0880-73-1113
三原村 三原村子育て世代包括支援センター（住民課） 0880-46-2111
黒潮町 黒潮町こども家庭センター（健康福祉課） 0880-43-2124

市町村（こども家庭センター（旧子育て世代包括支援センター）・
母子保健担当）・福祉保健所相談窓口一覧　（令和8年 4月現在）



令和８年２月作成

①男性の育児に関する情報が満載！
　イクメンプロジェクト
 　https//ikumen-project.mhlw.go.jp

②「働く女性の心とからだの応援サイト」
 　https//www.bosei-navi.mhlw.go.jp/


